

















































等の検証結果等について 第９次報告」iiは、図１のとおり平成 23 年度までの０
歳児の虐待死（心中を除く）の数字を取り扱っている。その数字を見ると、平成
15 年度の同専門委員会の設置以来最も０歳児死亡の人数・割合とも高くなった
のは第６次報告の（平成 20 年度の結果を踏まえた報告）である。 
こうした０歳児の虐待死の急増に対し、国・都道府県・市町村は表１のとおり
乳児家庭全戸訪問事業と養育支援訪問事業などを強化し、０歳児の死亡数を翌
21 年度（第７次報告）には 39 から 20 へ、虐待死全体の割合で 17％ほど減少




























平成 19 年度 58.2% 42.9% 
平成 20 年度 72.2% 45.3% 
平成 21 年度 84.1% 55.4% 
平成 22 年度 89.2% 59.5% 
平成 23 年度 92.3% 62.9% 
 






































は小学校教諭だけで 42 万人iv、幼稚園教諭 11 万人、保育所保育士が 45 万人v、
保育所を除く児童福祉施設職員が８万人、その他地域子育て支援拠点スタッフや
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